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別記様式第 2 号 別添 

浜の活力再生プラン 
令和４～８年度 

第２期 
 
１ 地域水産業再生委員会 

 

再生委員会の構成員 那覇市、那覇市沿岸漁業協同組合 

オブザーバー 沖縄県水産海洋技術センター 

※再生委員会の規約及び推進体制の分かる資料を添付すること 

 

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類 

対象地域：沖縄県那覇市 

１.漁業種類別経営体数 95 経営体 

２.漁業の種類  

浅海一本釣(26)、潜水器(16)、マチ釣(7)、ソデイカ(20)、素潜り(4)、

集魚灯(16)、表層浮魚礁（パヤオ）(2)、その他(4) 

 ※策定時点で対象となる漁業者数も記載すること 

 
２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

那覇市は沖縄県の県都として周辺自治体を併せて人口約 80 万人の一大消費都市であり、また、

那覇空港や那覇港という国内外及び離島への移送に関しても有利な立地条件を備え、さらに県内

各地への物資供給拠点としての役割を担っている。 

 那覇市沿岸漁協（以下、漁協）は、沿岸域での潜水器・素潜り、沖合域での集魚灯・ソデイカ

旗流しを主な漁法とした組合員で構成されており、取扱量及び金額は、平成 30 年度約 476 トン、

440,901 千円から、令和 2 年度約 421 トン、316,853 千円となっている。 

取扱量及び金額は減少しているが、一部漁業者が地元大手スーパーと最低買取価格を定め太物

等の相対売りに取組んでおり、セリ市場の価格と比べ数倍の価格になる事例もあることから、相

対売りの取扱量及び金額は伸張している。 

 
（２）その他の関連する現状等 

 沖縄観光の玄関口である那覇空港・那覇港の近くに位置し、観光客を対象とする、遊漁、ダイ

ビング、ホエールウォッチング等の体験型観光が盛んな地域である。観光産業と連携することで、

組織名 那覇市沿岸漁協地域水産業再生委員会 

代表者名 会長  名嘉村 彰（那覇市沿岸漁業協同組合 代表理事組合長） 
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体験型観光の充実による漁業外収益の向上や水産物の販売に力をいれ魚価の向上を図ることで

の地域活性化が水産業には期待されている。

３ 活性化の取組方針

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

１ 漁業収入向上のための取組

① 水産物加工施設の整備

・前期で整備したコンテナ型加工施設内で使用する冷風乾燥機（干物機）や瞬間冷凍機等を導

入し、新たに加工事業を実施する。

② 直販・加工・ブランド化による魚価の向上

・豊漁時やキズ物によるセリ値価格の下落を防ぐため、最低買取価格を設定し、価格を下回っ

た水産物については漁協で買い取りを行う。

・最低買取価格を下回り買い取った海産物を活用して加工商品を開発する。

・那覇市のふるさと納税返礼品や既存の EC サイトの活用等、開発した加工商品の販売先を開

拓する。

・相対取引をしている県内スーパーの担当者に加工品のニーズ調査等を行い、調査結果を踏ま

え前期で導入したコンテナ型加工施設及び今期で導入する冷風乾燥機及び瞬間冷凍機等を活

用してトビイカの加工商品を新たに開発し販売する。

③ 朝市の開催及び水産物販売イベントを活用した魚食普及・消費拡大の取組

・朝市や水産物販売イベントにおいて、鮮魚及び加工した水産物等の販売を実施し、その際、

家庭での調理方法やレシピ等を PR することにより、水産物の消費拡大及び魚食普及を図る。 

④ 水産資源の回復

・枯渇しているシラヒゲウニの放流やアオリイカなどの産卵床の設置を実施し、資源の回復に

取り組むことで、将来的な水産物確保を図る。

⑤ 新規就業者の確保

・国や県の支援制度を活用し新規就業者の確保に努める。

２ 漁業コスト削減のための取組

① 燃油高騰対策（省燃油活動の実施、省エネ機器等導入）

・減速航行や船底清掃、省エネ機器等の導入により、燃油消費量の削減を図る。

② 漁業経営セーフティーネット事業への加入促進

・燃油高騰による漁業コスト増加に備えるため、組合員の漁業セーフティーネット事業への加

入促進を図る。

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

・沖縄県漁業調整規則に基づくシャコガイ・サザエ・イセエビ等の採捕制限に加え、沖縄海区漁

業調整委員会指示に基づくソデイカやマチに係る規制を遵守している。

・「クロマグロ資源管理に関する基本計画（漁獲枠）」に基づく資源管理計画の遵守により、漁業

資源の適切な管理を行う。

※プランの取組に関連する漁業調整規則や漁業調整委員会指示等について記載する。
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（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和 4 年度）下記の取組により漁業所得を基準年対比 2.8%向上させる

漁業収入向上の

ための取組み

①水産物加工施設の整備

・漁協は、冷風乾燥機（干物機）と瞬間冷凍機を備えた魚介類の加工が出来る

施設を整備する。

②直販・加工・ブランド化による魚価の向上

・漁協及び漁業者（青年部）は、相対取引をしている県内スーパーの担当者に

加工品のニーズ調査等を行い、調査結果を踏まえ前期で導入したコンテナ

型加工施設及び今期で導入する冷風乾燥機及び瞬間冷凍機等を活用してト

ビイカの加工商品を新たに開発・販売し、新たな収入源の確保を目指す。

・漁業者は、船上及び海中血抜きの徹底、ナノバブルやファインバブルと窒素

を活用した滅菌海水の使用による更なる鮮度の向上に取組む。

③朝市の開催及び水産物販売イベントを活用した魚食普及・消費拡大の取組

・漁協及び漁業者は、朝市で模擬セリ等のイベントを実施し、その際、家庭で

の調理方法やレシピ等を PR することにより、地元水産物の認知度向上及び

魚食普及・消費拡大を目指す。

④水産資源の回復

・漁協及び漁業者は、シラヒゲウニの餌となる藻場の造成及び食害対策に取組

む。

・漁協及び漁業者は、資源が枯渇しているシラヒゲウニの中間育成及び種苗放

流を行い資源回復に取組む。

・漁協及び漁業者は、水揚量が減少している、アオリイカ等の産卵床の設置及

びイセエビ等の定着魚類の育成礁を設置し資源回復に取組む。

⑤ 新規就業者の確保・中核的漁業者の育成

・漁協は、国の新規漁業就業者総合支援事業を活用し、HP やパンフレット等

の募集で新規就業者の確保に取組むとともに、漁業現場での研修制度等を

通じて当該者の技術の習得を支援し、新規漁業者の確保・育成を図る。

・漁協は、中核的漁業者として育成を図るため、水産業競争力強化漁船導入緊

急支援事業及び競争力強化型機器等導入緊急対策事業、那覇市水産業振興

整備対策事業等を活用した漁船設備増強の支援を行う。

漁業コスト削減

のための取組

①燃油高騰対策（省燃油活動の実施、省エネ機器等導入）

・漁業者は、減速航行、船底、プロペラ等の洗浄・研磨・塗装を実施し、燃油

消費量の削減を図る。
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・漁業者は、省エネ型機器等の導入及び省エネ型漁船等の導入を図ることで燃

油消費量の削減を図る。 

②漁業経営セーフティーネット事業への加入推進 

・漁協は、燃油高騰による漁業コストの増加に備えるため、漁業経営セーフテ

ィーネット事業への加入促進活動を行う。 

活用する支援措

置等 

①競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

②水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

③離島漁業再生支援事業（国、県、市） 

④新規就業者総合活動支援事業（国） 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

⑥那覇市水産業振興整備対策事業（市） 

  

 
２年目（令和５年度）下記の取組により漁業所得を基準年対比 4.9%向上させる 

漁業収入向上の

ための取組 

①水産物加工施設の整備 

・漁協は、前年度に導入した設備を活用して加工商品を開発する。 

②直販・加工・ブランド化による魚価の向上 

・漁協及び漁業者（青年部）は前年度に引き続き、安定した漁獲量が期待でき

るトビイカを活用した加工商品を製作し、県内のスーパー等で販売する。 

・漁業者は、船上及び海中血抜きの徹底、ナノバブルやファインバブルと窒素

を活用した滅菌海水の使用による更なる鮮度向上の取組みに加え、タグ等

を利用して SNS等で漁業者の顔や漁の様子が見える環境を整備し付加価値

向上に取組む。 

・漁協は、豊漁時やキズ物のセリ値が下落する状況を改善するため、取り扱っ

ている魚種のうち、取扱量が多い一部の魚種について、前年度に導入した

冷風乾燥機と瞬間冷凍機を活用して加工商品の開発と試験販売を行い、原

料魚種の最低買取価格を設定する。 

③朝市の開催及び水産物販売イベントを活用した魚食普及・消費拡大の取組 

・漁協及び漁業者は、朝市での模擬セリやトビイカの加工商品の販売、組合員 

の様々な取組等の紹介により地元水産物の認知度向上及び魚食普及・消費 

拡大を目指す。 

④水産資源の回復 

・漁協及び漁業者は、継続してシラヒゲウニの餌となる藻場の造成及び食害対

策に取組む。 

・漁協及び漁業者は、資源が枯渇しているシラヒゲウニの中間育成及び種苗放

流を行い資源回復に取組む。 
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・漁協及び漁業者は、水揚量が減少している、アオリイカ等の産卵床の設置及

びイセエビ等の定着魚類の育成礁設置を継続して行う。また、前年に設置し

た産卵床や育成礁の状況確認を行い、沖縄県水産海洋技術センターからア

ドバイスを受けながら水産資源の回復に取組む。 

⑤新規就業者の確保・中核的漁業者の育成 

・漁協は、国の新規漁業就業者総合支援事業を活用し、HP やパンフレット等

の募集で新規就業者の確保に取組むとともに、漁業現場での研修制度等を

通じて当該者の技術の習得を支援し、新規漁業者の確保・育成を図る。 

・漁協は、中核的漁業者として育成を図るため、水産業競争力強化漁船導入緊

急支援事業及び競争力強化型機器等導入緊急対策事業、那覇市水産業振興

整備対策事業等を活用した漁船設備増強の支援を行う。 

漁業コスト削減

のための取組 

①燃油高騰対策（省燃油活動の実施、省エネ機器等導入） 

・漁業者は、減速航行、船底、プロペラ等の洗浄・研磨・塗装を実施し、燃油

消費量の削減を図る。 

・漁業者は、省エネ型機器等の導入及び省エネ型漁船等の導入を図ることで燃

油消費量の削減を図る。 

②漁業経営セーフティーネット事業への加入推進 

・漁協は、燃油高騰による漁業コストの増加に備えるため、漁業経営セーフテ

ィーネット事業への加入促進活動を行う。 

活用する支援措

置等 

①競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

②水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

③離島漁業再生支援事業（国、県、市） 

④新規就業者総合活動支援事業（国） 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

⑥那覇市水産業振興整備対策事業（市） 

  
３年目（令和６年度）下記の取組により漁業所得を基準年対比 7.0%向上させる 

漁業収入向上の

ための取組 

①水産物加工施設の整備 

・漁協は、引き続き導入した設備を活用して加工商品の製作及び新商品の開発

を実施する。 

②直販・加工・ブランド化による魚価の向上 

・漁協及び漁業者は前年度に引き続き、安定した漁獲量が期待できるトビイカ 

を活用した加工商品を県内のスーパー等で販売する。 

・漁業者は、船上及び海中血抜きの徹底、ナノバブルやファインバブルと窒素

を活用した滅菌海水の使用による更なる鮮度向上の取組みに加え、タグ等

を利用して SNS等で漁業者の顔や漁の様子が見える環境を整備し付加価値
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向上の取組を継続し、情報の発信等の改善も併せて行う。 

・漁協は、前年度に最低買取価格を設定した一部の魚種について、セリ値下落

時における買取を行い加工商品を製作する。また、最低買取価格の設定をし

ていない残りの魚種についても引き続き加工商品の開発を行う。 

・漁協及び漁業者は、製造した加工商品について、那覇市のふるさと納税返礼

品や既存の EC サイト等を活用した販路開拓に取組む。 

③朝市の開催及び水産物販売イベントを活用した魚食普及・消費拡大の取組 

・漁協及び漁業者は、朝市での模擬セリやトビイカの加工商品の販売、水産物 

や開発した加工品の無料配布（試食会等）を行い、地元水産物の認知度向上 

及び魚食普及・消費拡大を目指す。 

④水産資源の回復 

・漁協及び漁業者は、継続してシラヒゲウニの餌となる藻場の造成及び食害対

策に取組む。 

・漁協及び漁業者は、資源が枯渇しているシラヒゲウニの中間育成及び種苗放

流を行い資源回復に取組む。また、定着や回復状況の確認を沖縄県水産海洋

技術センター協力のもと行う。 

・漁協及び漁業者は、水揚量が減少している、アオリイカ等の産卵床の設置及

びイセエビ等の定着魚類の育成礁の設置を引き続き実施する。前年に設置

した産卵床や育成礁の状況確認を行い、沖縄県水産海洋技術センターから

アドバイスを受けながら水産資源の回復に取組む。 

⑤新規就業者の確保・中核的漁業者の育成 

・漁協は、国の新規漁業就業者総合支援事業を活用し、HP やパンフレット等

の募集で新規就業者の確保に取組むとともに、漁業現場での研修制度等を

通じて当該者の技術の習得を支援し、新規漁業者の確保・育成を図る。 

・漁協は、中核的漁業者として育成を図るため、水産業競争力強化漁船導入緊

急支援事業及び競争力強化型機器等導入緊急対策事業、那覇市水産業振興

整備対策事業等を活用した漁船設備増強の支援を行う。 

漁業コスト削減

のための取組 

①燃油高騰対策（省燃油活動の実施、省エネ機器等導入） 

・漁業者は、減速航行、船底、プロペラ等の洗浄・研磨・塗装を実施し、燃油

消費量の削減を図る。 

・漁業者は、省エネ型機器等の導入及び省エネ型漁船等の導入を図ることで燃

油消費量の削減を図る。 

②漁業経営セーフティーネット事業への加入推進 

・漁協は、燃油高騰による漁業コストの増加に備えるため、漁業経営セーフテ

ィーネット事業への加入促進活動を行う。 
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活用する支援措

置等 

①競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

②水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

③離島漁業再生支援事業（国、県、市） 

④新規就業者総合活動支援事業（国） 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

⑥那覇市水産業振興整備対策事業（市） 

 

 
 ４年目（令和７年度）下記の取組により漁業所得を基準年対比 9.1%向上させる 

漁業収入向上の

ための取組 

①水産物加工施設の整備 

・漁協は、引き続き導入した設備を活用して加工商品の製作及び新商品の開発

を実施する。 

②直販・加工・ブランド化による魚価の向上 

・漁協及び漁業者（青年部）は前年度に引き続き、安定した漁獲量が期待でき 

 るトビイカを活用した加工商品を県内のスーパー等で販売する。 

・漁業者は、船上及び海中血抜きの徹底、ナノバブルやファインバブルと窒素

を活用した滅菌海水の使用による更なる鮮度向上の取組みに加え、タグ等

を利用して SNS等で漁業者の顔や漁の様子が見える環境を整備し付加価値

向上の取組を継続する。また、情報の発信等の改善も継続して行う。 

・漁協は、引き続き、セリ値下落時における最低価格設定魚種の買い取りと加

工商品の製造を行い、新たに開発した加工商品については、試験販売と最低

買取価格の設定を行う。また、最低価格買取の設定をしていない残りの魚種

について、引き続き新たな加工商品の開発に取組む。 

・漁協及び漁業者は、前年度に引き続き、豊漁時やキズ物を使用して製造した

加工商品について、那覇市のふるさと納税返礼品や既存の EC サイト等を

活用した販路開拓に取組む。 

③朝市の開催及び水産物販売イベントを活用した魚食普及・消費拡大の取組 

・漁協及び漁業者は、引き続き、朝市での模擬セリやトビイカの加工商品の販

売、水産物や開発した加工品の無料配布（試食会等）を行い、地元水産物の

認知度向上及び魚食普及・消費拡大を目指す。 

④水産資源の回復 

・漁協及び漁業者は、継続してシラヒゲウニの餌となる藻場の造成及び食害対

策に取組む。 

・漁協及び漁業者は、資源が枯渇しているシラヒゲウニの中間育成及び種苗放

流を行い資源回復に取組む。また、定着や回復状況の確認を沖縄県水産海洋

技術センター協力のもと行う。 
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・漁協及び漁業者は、水揚量が減少している、アオリイカ等の産卵床の設置及

びイセエビ等の定着魚類の育成礁の設置を実施する。前年に設置した産卵

床や育成礁の状況確認を行い、沖縄県水産海洋技術センターからアドバイ

スを受けながら水産資源の回復に取組む。 

⑤新規就業者の確保・中核的漁業者の育成 

・漁協は、国の新規漁業就業者総合支援事業を活用し、HP やパンフレット等

の募集で新規就業者の確保に取組むとともに、漁業現場での研修制度等を

通じて当該者の技術の習得を支援し、新規漁業者の確保・育成を図る。 

・漁協は、中核的漁業者として育成を図るため、水産業競争力強化漁船導入緊

急支援事業及び競争力強化型機器等導入緊急対策事業、那覇市水産業振興

整備対策事業等を活用した漁船設備増強の支援を行う。 

漁業コスト削減

のための取組 

①燃油高騰対策（省燃油活動の実施、省エネ機器等導入） 

・漁業者は、減速航行、船底、プロペラ等の洗浄・研磨・塗装を実施し、燃油

消費量の削減を目指す。 

・漁業者は、省エネ型機器等の導入及び省エネ型漁船等の導入を図ることで燃

油消費量の削減を図る。 

②漁業経営セーフティーネット事業への加入推進 

・漁協は、燃油高騰による漁業コストの増加に備えるため、漁業経営セーフテ

ィーネット事業への加入促進活動を行う。 

活用する支援措

置等 

①競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

②水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国） 

③離島漁業再生支援事業（国、県、市） 

④新規就業者総合活動支援事業（国） 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

⑥那覇市水産業振興整備対策事業（市） 

 
 ５年目（令和 8 年度）下記の取組により漁業所得を基準年対比 11.1%向上させる 

漁業収入向上の

ための取組 

① 水産物加工施設の整備 

・漁協は、引き続き導入した設備を活用して加工商品の製作及び新商品の開発 

を実施する。 

②直販・加工・ブランド化による魚価の向上 

・漁協及び漁業者（青年部）は前年度に引き続き、安定した漁獲量が期待でき 

 るトビイカを活用した加工商品を県内のスーパー等で販売する。 

・漁業者は、船上及び海中血抜きの徹底、ナノバブルやファインバブルと窒素

を活用した滅菌海水の使用による更なる鮮度向上の取組みに加え、タグ等

を利用して SNS等で漁業者の顔や漁の様子が見える環境を整備し付加価値
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向上の取組を継続し、情報の発信等の改善も継続して行う。 

・漁協は、引き続き、セリ値下落時における最低価格設定魚種の買い取りと加

工商品の製造を行い、新たに開発した加工商品については、試験販売と最低

買取価格の設定を行う。また、最低価格買取の設定をしていない残りの魚種

について、引き続き新たな加工商品の開発に取組む。 

・漁協及び漁業者は前年度に引き続き、豊漁時やキズ物を使用して製造した加

工商品について、那覇市のふるさと納税返礼品や既存の EC サイト等を活

用した販路開拓に取組む。 

③朝市の開催及び水産物販売イベントを活用した魚食普及・消費拡大の取組 

・漁協及び漁業者は、引き続き、朝市での模擬セリ等のイベントやトビイカの

加工商品の販売、水産物や開発した加工品の無料配布（試食会等）を行い、

低利用魚及び地元水産物の認知度向上及び魚食普及・消費拡大を目指す。 

④水産資源の回復 

・漁協及び漁業者は、継続してシラヒゲウニの餌となる藻場の造成及び食害対

策に取組む。 

・漁協及び漁業者は、資源が枯渇しているシラヒゲウニの中間育成及び種苗放

流を行い資源回復に取組む。また、定着や回復状況の確認を沖縄県水産海洋

技術センター協力のもと行う。 

・漁協及び漁業者は、水揚量が減少している、アオリイカ等の産卵床の設置及

びイセエビ等の定着魚類の育成礁の設置を実施する。前年に設置した産卵

床や育成礁の状況確認を行い、沖縄県水産海洋技術センターからアドバイ

スを受けながら水産資源の回復に取組む。 

⑤新規就業者の確保・中核的漁業者の育成 

・漁協は、国の新規漁業就業者総合支援事業を活用し、HP やパンフレット等

の募集で新規就業者の確保に取組むとともに、漁業現場での研修制度等を

通じて当該者の技術の習得を支援し、新規漁業者の確保・育成を図る。 

・漁協は、中核的漁業者として育成を図るため、水産業競争力強化漁船導入緊

急支援事業及び競争力強化型機器等導入緊急対策事業、那覇市水産業振興

整備対策事業等を活用した漁船設備増強の支援を行う。 

漁業コスト削減

のための取組 

①燃油高騰対策（省燃油活動の実施、省エネ機器等導入） 

・漁業者は、減速航行、船底、プロペラ等の洗浄・研磨・塗装を実施し、燃油

消費量の削減を目指す。 

・漁業者は、省エネ型機器等の導入及び省エネ型漁船等の導入を図ることで燃

油消費量の削減を図る。 

②漁業経営セーフティーネット事業への加入推進 

・漁協は、燃油高騰による漁業コストの増加に備えるため、漁業経営セーフテ



12 

ィーネット事業への加入促進活動を行う。

活用する支援措

置等

①競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

②水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（国）

③離島漁業再生支援事業（国、県、市）

④新規就業者総合活動支援事業（国）

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

⑥那覇市水産業振興整備対策事業（市）

（５）関係機関との連携

・水産資源回復の取組や、シラヒゲウニの中間育成について、沖縄県水産海洋技術センターから

技術指導及び助言を受け実施する。

・漁協は、新規就労者の受付窓口として、受け入れ態勢の構築を図るとともに、実践的な研修や

漁業者等の技術及び基礎知識向上に向けた取組を沖縄県漁業協同組合連合会と連携して実施す

る。

・コスト削減や維持費低減を図るため、一般社団法人沖縄県漁業リース協会のリース事業を活用

し船の買い替え等を実施する。

４ 目標

（１）所得目標

漁業所得の向上 10％以上 基準年 平成 28~令和 2 年度平均： 

漁業所得（構成員総所得） 千円 

目標年 令和 8 年度： 

漁業所得（構成員総所得） 千円

（２）上記の算出方法及びその妥当性

※算出の根拠及びその方法等について詳細に記載し、必要があれば資料を添付すること。
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（３）所得目標以外の成果目標

トビイカ水揚量 基準年 平成 28～令和 2 年度平均：349（kg）合計 

目標年 令和 8 年度：25,000（kg） 

新規就業者の確保 基準年 平成 30 年~令和２年度の３年間の合計： 

新規就業者 14 名（4.7 名／年） 

目標年 令和４年~８年度の５年間の合計： 

新規就業者 25 名（5.0 名／年） 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

・トビイカ水揚量は５年合計で 1,746ｋｇ、527 千円と低利用となっているが、県内のスーパー

等で取り扱いが伸び始めていることから、新たに加工場を整備し、新商品の開発と販路開拓を

実施することで年間 25,000ｋｇ、12,500 千円の取扱量を目指す。

・新規就業者（組合加入）平成 30 年 4 名、令和元年 7 名、令和 2 年 3 名、3 年間で 14 名の新規

就業者の確保となっている。また、その全員が現在も就業若しくは独立しており、定着率は

100％と順調に推移している。

・上記に加え、現在就業中で且つ加入申込みを予定している者も複数いるが、前期計画期間中に

比べ若干減少していることを踏まえ、年間５名の新規就業者数×５年間＝25 名（５年間）を目

標とする。

５ 関連施策

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性

競争力強化型機器等導入緊急対

策事業（国）

生産力の向上、省力、省コスト化に資する漁業用機器等の導

入を実施する。

水産業競争力強化漁船導入緊急

支援事業（国）

中核的漁業者に漁船をリースして、生産性と収益性を改善さ

せ、漁船漁業の構造改革を推進する。

離島漁業再生支援事業（国、県、

市）

藻場の維持・回復にむけた漁場環境の改善や、魚礁の設置、

魚食文化の普及啓発等も実施する。

新規就業者総合活動支援事業

（国）

新規就業希望者が円滑に地域の漁業に就業できるよう、受け

入れ態勢の構築や、実践的な研修の支援を実施する。

漁業経営セーフティーネット構

築事業（国）

加入促進を継続的に行い、燃油高騰時の負担軽減を図る。
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那覇市水産業振興整備対策事業

（市）

物価の高騰等で負担が増加している、漁具等の購入費を支援

する。

※関連事業には、活用を予定している国（水産庁以外を含む）、地方公共団体等の補助金・基金

等を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約するものではない。

※具体的な事業名が記載できない場合は、「事業名」は「未定」とし、「事業内容及び浜の活力再

生プランとの関係性」のみ記載する。
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